
  

第8章    雇用の創出と喪失

我が国経済は、1950年代半ばより工業化が進展し、1973年の石油ショックまでの高度成長期を通して、
製造業のウェイトが高まった。第1次石油ショック以後は、製造業に代わりサービス業を中心とする第3
次産業のウェイトが急速に高まった。このような産業構造の変化に伴い、雇用も創出・喪失、移動によ
り再配分された。第8章では、産業・就業構造の変化について概観するとともに、雇用創出・喪失がどの
ような分野で行われ、産業・就業構造の変化に寄与したかについて分析する。 
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第8章    雇用の創出と喪失
1    長期的にみた就業構造

(製造業からサービス業へ)

1950年から2000年までの我が国経済の就業構造の変化を産業面より概観すると( 第8－1表 )、農林漁業従
事者は一貫して減少している。第1次石油ショックまでは工業化の進展により、製造業従事者の増加が特
に大きく、この増加は主に農林漁業従事者からの労働移動や新規学卒者によりまかなわれた。1973年の
第1次石油ショックを契機として、製造業従事者の増加が鈍化し、卸売・小売業，飲食店やサービス業の
従事者が増加した。1990年代では、全般的に就業者数が減少する中で、サービス業従事者の伸びが突出
して高くなっている。

各産業の労働生産性の伸び率を時代ごとに比較すると( 第8－2図 )、サービス業では労働生産性の伸び率
が1990年代には1970年代・80年代より低くなっており、他産業と比べても伸び率は低い水準となってい
る。また、産業計での労働生産性も1990年代には1970年代・80年代よりも低くなっている。労働生産性
の伸び率が低いということを裏返して言えば、雇用吸収力が高いということでもある。すなわち、サー
ビス業の労働生産性の伸び率が製造業等に比べて相対的に低かったために、サービス業の生産の増加と
ともに、大きな労働需要が発生したと考えられる。

第8－1表 産業別就業者数の推移
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第8－2図 産業別労働生産性伸び率の比較
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第8章    雇用の創出と喪失
1    長期的にみた就業構造

(農林漁業から生産。サービス関係職業へ)

職業別就業者数の変化は、上記のような産業構造の変化や、ITをはじめとする技術革新と密接に関連して
いる。職業別就業者数の変化をみると( 第8－3表 )、1950年から1970年までは農林漁業関係職業従事者が
減少し、生産・運輸関係職業従事者、販売・サービス関係職業従事者、事務・技術・管理関係職業従事
者が増加した。1975年以降は、生産・運輸関係従事者の増加が頭打ちになる中で、特に専門的・技術的
職業従事者の増加が著しい。これはITをはじめとする様々な技術革新が進展する中で、技術的職業従事者
に対する需要が依然として強いことを意味している。

第8－3表 職業別就業者数の推移
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第8章    雇用の創出と喪失
1    長期的にみた就業構造

(就業形態の多様化)

就業形態が多様化し、パートタイム労働者、アルバイト、派遣労働者 1) 等が増加している( 第8－4図 )。
これは、生産の変動に対して、雇用を柔軟・迅速に対応できるようにしたいという企業ニーズの高まり
や、高い専門性を要求する職種やそれほど高い専門性を要しない職種など仕事内容の細分化の進展によ
るものと考えられる。また、女性を中心に、労働者の側でも、仕事と家庭の両立などのために柔軟な働
き方への希望が高いことも、就業形態の多様化の背景にあげられる。

1) 総務省統計局「労働力調査特別調査」によると、派遣労働者数は2000年8月は38万人、2001年8月で45万人となっている。

第8－4図 非正規雇用比率の推移
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第8章    雇用の創出と喪失
2    雇用創出。雇用喪失の実態

(雇用創出。雇用喪失の実態)

産業構造・就業構造の変化の背景には、生産の変動に伴う雇用創出・雇用喪失 2) がある。我が国の就業
者は、農業等の第1次産業から製造業等の第2次産業へ、そしてサービス業等の第3次産業へと比重を移し
ている。その中で、雇用創出や雇用喪失が発生した。

2) ここでは、雇用創出を事業所新設に伴う従業員数の増加、雇用喪失を事業所廃止に伴う従業員数の減少ととらえることとす
る。なお、広義の概念では、雇用創出・喪失は事業所開廃に伴う従業員数の増減とともに、既存事業所における従業員数の増減
も含む。この概念整理については、「平成11年版労働経済の分析」(労働白書)P.169第2－(2)－1図を参照。

新規開業による雇用創出と廃業による雇用喪失の動向を総務省統計局「事業所・企業統計調査」でみる
と( 第8－5図 (1))、新規開業による雇用創出は80年代・90年代を通じて安定して推移しているのに対し、
廃業による雇用喪失は90年代に上昇している。また、新規開業による雇用創出や廃業による雇用喪失は
既存企業の雇用の増減よりかなり大きい。一方、その変動幅は、既存企業の雇用の増減の方が大き
く、89－91年や91－94年には雇用の増大に大きく寄与したのに対し、94－96年や96－99年にはわずか
に減少に寄与している。

産業別にみると(前掲 第8－5図 (2)～(6))、サービス業や飲食店では新規開業による雇用創出が廃業による
雇用喪失を上回っており、建設業や製造業では廃業による雇用喪失が新規開業による雇用創出を上回っ
ている。また、小売業や飲食店では新規開業による雇用創出と廃業による雇用喪失がともに高い。これ
らの産業では競争が激しく、開廃業も多く、これが労働移動が大きい要因となっていると考えられる。

第8－5図 雇用創出率・雇用喪失率の推移(年平均)
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つまり、雇用の変動全体の動きに対しては、既存企業における雇用の増減の影響も大きいが、新規開業
による雇用の創出と廃業による雇用喪失は安定的に推移していることから、この関係が雇用の増減の方
向性を決めると考えられる。1990年代には、開業による雇用創出が高まらない中、廃業による雇用喪失
が増加している。これが、1980年代に比べ90年代の雇用者数の動きが弱いことにつながっている。 ま
た、新規開業は直接開業時に雇用を生むだけではなく、それが成長する過程でも活発に雇用を生むと考
えられる。しかし、その一方で、事業に失敗し雇用を減少するリスクも高い 3) 。

3) 付注8－1参照。

以上のことから、雇用の拡大のためには新規開業の増加をはかっていくとともに、新規に開業された事
業が少しでも多く成功に結びつくようにしていくことが重要である。
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第8章    雇用の創出と喪失
2    雇用創出。雇用喪失の実態

(雇用創出。雇用喪失と景気との関連)

経済が成長しているときに雇用創出が発生し、経済が縮小しているときに雇用喪失が発生するといえる
だろうか。ここでは、各年度のデータのとれる雇用保険業務データを利用し、開廃業と景気との関連を
みることとする。ただし、雇用保険に加入している事業所数は2000年度平均で約202万事業所となって
おり、「事業所・企業統計調査」(1999年10月)による全国の民営事業所数約620万事業所と大きな開きが
ある。また、雇用保険業務データによると、一事業所当たりの雇用保険加入者数が約16.8人であるのに
対し、「事業所・企業統計調査」(1999年10月)による1事業所当たり従業員数は約8.7人となっており、
雇用保険業務データでは雇用保険の適用の対象となる雇用労働者を有する事業所を対象としているため
に、相対的に従業員規模の大きな事業所が対象となっている可能性がある。以上のようなことから、雇
用保険業務データでは相対的に経営基盤がしっかりしている事業所を多く含んでいると考えられ、全て
の事業所を対象とする「事業所・企業統計調査」に比べて、廃業に下方バイアスがある可能性がある。

雇用保険の新規適用・資格喪失のデータにより開業率・廃業率を計算すると 4) ( 第8－6図 (1))、開業率
は1990年度から98年度まで低下傾向にあったが、99年度、2000年度は上昇している。廃業率は1996年
度には低い水準にあったが、それ以降上昇傾向にある。

4) 雇用保険業務データでは新規開業に伴う雇用創出数、廃業に伴う雇用喪失数が分からないため、ここでは開業率・廃業率の動
きをみることとする。

第8－6図 開業率・廃業率の推移
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経済が成長している場合には需要拡大により開業が増加すると考えられ、開業率と経済成長率には連動
性がみられる。これに対し、廃業率と経済成長率との間には単純な関係はみられないが、過去の経済変
動の影響を受けている可能性もある 5) ( 第8－7図 )。

5) 「平成13年度中小企業の動向に関する年次報告」P.121では、会社ベースのデータに基づき、廃業率と実質経済成長率との関
係について、「実質GDP成長率の高い年、すなわち好況期には、業況の芳しくない経営者に、事業から撤退し再出発する機会を
与えるという点で、新陳代謝を促す可能性を示していると考えられる」としている。廃業率と経済成長率との関係については、
一層の分析が必要である。

第8－7図 開廃業と経済成長との関係
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産業別にみると(前掲 第8－6図 (2)～(6))、第3次産業は開業率が廃業率を上回っており、特にサービス業
では開業率が廃業率を大幅に上回っている。これに対し、製造業では、開業率が廃業率を下回ってお
り、建設業でも開業率と廃業率が同水準となっている。また、中長期的にみてもサービス業を初めとす
る第3次産業では開業率が廃業率を上回っているが、製造業では、90年以降、開業率が廃業率を下回る傾
向にある。このように90年代には、第3次産業が雇用創出の中心となっている。
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第8章    雇用の創出と喪失
2    雇用創出。雇用喪失の実態

(国際的に見て低い開業の水準)

我が国の開業率は、国際的にみて低い 6) 。アメリカと比べると、日本は開業率・廃業率ともに低い 7) (
第8－8図 )。ただし、開廃業の動向には、それぞれの国の国民性や社会的背景がある。アメリカではM＆
Aが経営戦略の1つとして位置付けられ活発に行われており、開廃業を押し上げている面もある。

6) EU「ヨーロッパ中小企業白書第5次報告」によると、日本の開業率は欧米諸国に比べ、低い水準となっている。

7) アメリカについては暦年ベース、日本は年度ベースで比較した。

第8－8図 開業率・廃業率の国際比較
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第8章    雇用の創出と喪失
2    雇用創出。雇用喪失の実態

(自営業主の動向)

開廃業の動向は、自営業主数にも影響していると考えられる。我が国の自営業主・家族従業者数
は、1955年2312万人前後と高水準であったが、1990年代に急速に減少し、2001年には1018万人となっ
ている( 第8－9図 ) 8) 。産業別にみると、1980年代より製造業や卸売・小売業，飲食店の自営業主数が
大きく減少している( 第8－10図 )。

8) このうち農林業の自営業主・家族従業者数は1953年の1405万人から2001年には249万人と大きく減少しており、自営業
主‘家族従業者数の減少に対する寄与も大きい。

第8－9図 自営業主・家族従業者数の推移

第8－10図 産業別自営業主数の推移
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第8章    雇用の創出と喪失
3    新規開業の阻害要因

(新規開業にあたって困難な点)

以上でみたように、新規開業は雇用の増加に大きな役割を果たすが、新規開業がなかなか進まないの
は、1)資金調達、2)人材やノウハウの不足といった障害が存在しているからである。1)資金調達について
みると 9) 、開業費用の平均額は1991年度で1440万円、2000年度で1537万円となっており、高止まり傾
向がみられている。中小企業創造活動促進法認定企業の8割、同法認定以外の企業でも6割が、創業時の
障害として資金調達の困難を指摘している。2)人材の不足については、開業直後の企業に苦労している
点をきくと( 第8－11図 )、経費面での問題、需要不足以外に、従業員不足、事業経営に必要なノウハウ
の不足といった問題点があがっている。新規開業企業は一般的に経営基盤が弱く倒産のリスクが伴うこ
とから、労働者は新規開業企業への就職に慎重になりやすく、人材の確保は容易ではない。新規開業企
業へ技術や知識を持った人材のスムーズな移動が行われなければ、新規開業の事業は成功にしにくくな
る。これらの分野での産業競争力の強化や雇用創出を図っていく上でも人材の確保は重要な課題であ
る。

9) 国民生活金融公庫「新規開業実態調査」(2000年度)

第8－11図 開業後苦労している点(複数回答)
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第8章    雇用の創出と喪失
3    新規開業の阻害要因

(中高年の開業の増加)

新規開業の最近の傾向として特徴的なのは、開業者の中高年齢化である。開業時の平均年齢は、1991年
度の38.9歳から2000年度の41.6歳に上昇している。特に98年以降の上昇傾向が著しい( 第8－12図 (1))。
また、45－59歳の人の割合は1991年度には21.6％であったが、2000年度には37.9％にまで上昇してお
り、逆に、30－44歳の割合は61.6％から47.4％にまで低下している 10) ( 第8－12図 (2))。開業の中心的
な担い手は45歳以上の中高年になりつつあるといえよう。

10) 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によると、常用労働者の平均年齢は1991年の38.5歳から2000年には39.8歳に上昇して
いる。また、総務省統計局「労働力調査」によると、就業者のうち、45－59歳の人の割合は1991年の33.1％から2000年には
35.7％に上昇しており、30－44歳の人の割合は1991年の34.3％から2000年には29.5％に下落している。これらの数値と比べて
も、開業者の中高年齢化は著しい。

第8－12図 開業者の年齢
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中高年の開業が増加している要因の一つとして、中高年を対象とした雇用削減の増加が考えられる。国
民生活金融公庫「新規開業実態調査(2000年度)」により開業前に勤務者だった人の離職形態をみると、
出向、転勤、配置転換、早期退職勧奨など「リストラを契機とした退職」、「勤務先の倒産」、「解
雇」といった「リストラ型の開業」が26.3％にも及んでいる。

企業のリストラの対象は中高年が中心となっているが、その中で、過去に培ってきた経験、能力、人脈
を活かして新規開業をする中高年が増加している。再就職環境が厳しく、再就職によって十分能力を発
揮することが難しい場合もあることから、離職した中高年にとって起業も有力な選択肢であり、同時に
雇用創出につながるものであることから、中高年の新規開業の支援は重要な課題である。
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第8章    雇用の創出と喪失
3    新規開業の阻害要因

(総括)

以上みてきたように、雇用者数を増加させるためには、新規開業による雇用創出を増加させることが必
要である。また、離職した中高年にとっても、新規開業は、就業のための有力な選択肢となる。しか
し、新規開業には資金面の問題やノウハウの不足、人材の不足といった解決の必要な問題がある。この
ため、資金面の支援や相談援助、成長分野への円滑な労働移動の促進、新たな付加価値を生み出す人的
資本形成が必要である。
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第8章    雇用の創出と喪失
4    今後、どのような分野で雇用の創出が見込まれるか

(経済財政諮問会議報告)

2001年5月に経済財政諮問会議の「サービス部門における雇用拡大を戦略とする経済の活性化に関する専
門調査会」から、「雇用創出型の構造改革」について、緊急報告 11) が行われた( 第8－13表 )。これ
は、雇用拡大余地の大きいサービス部門で人々のウォンツ(真の願望)に応える多様なサービスを提供する
ことで消費を増大し、その結果、雇用と所得が造出されて経済活性化の好循環を生み出そうとするもの
である。

11) 緊急報告の詳細についてはhttp：//www5.cao.go.jp/shimon/2001/0511koyou-houkoku.htmlを参照。

第8－13表 サービス産業における雇用創出

平成14年版 労働経済の分析



緊急報告に示されたサービス業の現状をみると、バブル崩壊後、雇用創出率が低下し、雇用喪失率が上
昇している( 第8－14図 )。すなわち雇用創出力が低下している。個別の業種をみると、情報サービス業
を中心とする企業サービス関連業種は80年代に雇用創出が高かったが、90年代には低下している。個人
サービス関連の業種も、雇用創出率はバブル期には高まっていたが、その後低下している。一方、医療
福祉関連の業種では、雇用創出率はそれほど高くないものの、雇用喪失率が相対的に低く、雇用者は堅
調に増加している。

第8－14図 サービス業内部での雇用創出率・雇用喪失率

また、個人サービス関連業種、医療福祉関連業種の雇用は、家計の消費と密接に関連しているといえ
る。しかし、2001年の家計最終消費支出(実質)が前年比0.2％増と横ばいとなるなど、個人消費は、所得
の弱まりなどから過去と比べて低調な動きとなっている。よって、今後、個人サービス関連業種や医療
福祉関連業種の雇用創出の増大のためには、現在低調である個人消費を増大させ、個人サービス関連市
場の規模を拡大させることが必要である。
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第8章    雇用の創出と喪失
4    今後、どのような分野で雇用の創出が見込まれるか

(ワークシェアリングと雇用創出)

現下の厳しい雇用情勢の中、雇用の維持・創出という観点から、ワークシェアリングヘの社会的関心が
高まっている。少子高齢化の進展や勤労者の価値観の変化が進む中、多様な働き方の実現手法の一つと
してワークシェアリングを位置付ける動きもある 12) 。ワークシェアリングは、雇用機会、労働時間、
賃金という3つの要素の組み合わせを変化させることを通じて、一定の雇用量をより多くの労働者の間で
分かち合うことであり 13) 、前述の、経済財政諮問会議サービス部門における雇用拡大を戦略とする経
済の活性化に関する専門調査会緊急報告のような、新たな付加価値を創造し雇用を創出するという雇用
拡大策とは異なった雇用創出策といえる。

12) 第1章第1節P.33、34参照。

13) ワークシェアリングについて国際機関の定義は以下のとおり。

EU：就業を希望するすべての者に対する雇用機会を増加させるために、経済における総雇用量を再配分すること

OECD：一時的であると考えられる人員過剰問題に直面した場合に、人員削減を回避するために、労働時間を短縮することによっ
て、現存する人員に仕事を分担させること

2002年3月、政府、日本経営者団体連盟及び日本労働組合総連合会は、「ワークシェアリングについての
基本的な考え方」について合意した。このうち、緊急対応型ワークシェアリングに対する政府からの具
体的な支援方策について、2002年4月の実務者レベル作業委員会で説明し、労使からの賛意を得た。さら
に、今後は多様就業型ワークシェアリングに関する事項(短時間労働者等の働き方に見合った公正・均衡
処遇のあり方及びその推進方策、社会保険適用のあり方)について、引き続き会議において検討していく
こととしている。今後、三者は、これらを労使関係者に広く周知するとともに、ワークシェアリングの
実施のための環境整備の具体化に向けて、更に検討を深めていくこととしている。

ドイツ・オランダ・フランスにおけるワークシェアリング導入

ヨーロッパ諸国は失業率の高止まりに対してワークシェアリングで対応した例がある。もちろんこれら諸国と我が国とでは、
歴史的・社会的背景や国民性が異なっており、ある国の雇用システムをそのまま我が国において適用できるわけではないもの
の、これらの先行事例は、我が国にとって大いに参考になる。ここでは、ドイツ、オランダ、フランスで実施されたワーク
シェアリングについて簡単にまとめた 14) 。

14) ドイツ、フランス、オランダの失業率の動向については第2章を参照。

1) ドイツ

ドイツは、伝統的な集団的労使関係の枠組みによって、人員削減を回避するというワークシェアリングを実施してき
た、1990年代に入って経済成長が弱まり失業率が上昇する中で、労働組合の時短運動は雇用創出とのリンクを強く意識
するようになった。ここでは、代表的な労使協約としてBMWレーゲンスブルグ工場とフォルクスワーゲン社の労使協約
について紹介する。

・BMWレーゲンスブルグ工場の労使協約
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1986年に操業開始した同工場では、工場の稼働率を高め、労働組合の時短要求にも応じるために、1990年に週休3日
制、1日9時間という3組2交代制を導入した。

・フォルクスワーゲン社

週4日・28.8時間労働とし、時短分の賃金減額(20％)を諸手当の調整により年収ベースでは10数％の減収とし、人員整理
を回避するという協約を1994年1月から1995年12月まで実施した。 

2) フランス

フランスでは、1990年代に入って経済成長が弱まり失業率が上昇する中、1993年に雇用に関する5ヶ年法が制定され、
ワークシェアリングに関する規定が盛り込まれた。1996年に1993年の5ヶ年法の内容を進め、ワークシェアリングのた
めの法律(ロビアン法)が制定された。さらに、ロビアン法をさらに強化させた形で、1998年に第1次オブリ法、2000年
に第2次オブリ法が制定され、週35時間労働制が導入された。

オブリ法による週35時間労働導入について、フランス経済企画庁(2001年6月)は、以下のような効果を指摘している。

・従業員21人以上の企業で働く62％の労働者が週35時間で働いている(1996年には1.6％)。

・2000年12月までに締結された時短協約によって、26万5千人の雇用創出効果があった。法が適用されない従業員20人
以下の企業で週35時間労働制を導入した企業での効果を合計すると、約50万人の雇用創出効果が見積もられる。 

オランダは、1970年代より、財政赤字、高インフレ、賃金コストの上昇、失業率の上昇など深刻な状態が1980年代初め
まで続き、オランダ病と呼ばれた。1982年に政労使で締結されたワッセナー合意により、

1)労働組合は賃金抑制に協力する、 

2)企業は雇用確保と時短を実施する、 

3)政府は財政支出を抑制し減税を実施する 

というそれぞれの役割を明確化させ、労働市場の改革に着手した。

また、オランダでは、パートタイム雇用へのシフトが雇用創出に大きな貢献をしたといわれている。労働組合の時短要
求に対して1980年代より使用者はパートタイム労働を活用するようになった。1993年の労働法の改正及び1996年の労
働時間による差別禁止法の制定により、パートタイム労働とフルタイム労働の均等処遇が定められた。

以上のような政策の結果、オランダは、1990年代に入っても失業率の長期的な下落と経済成長を達成した。 

参考文献：小倉一哉「JIL労働政策レポートVol.1『欧州におけるワークシェアリングの現状－フランス、ドイツ、オランダを中
心に－』」

財団法人社会経済生産性本部『雇用機会創出を目指す「ワークシェアリング」の考え方中間報告』
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